
１

私は身体障害者更生援護施設に勤務しており、介護福祉士国
家試験の受験を希望している。

勤務先には､介護福祉士、社会福祉士及び精神保健福祉士の
国家試験の受験を希望する職員が多数いる。

しかし、これら介護福祉士等の試験は年１回、同じ日にしか行
われていないことから、 受験のために一度に多くの職員が職場

を離れることになるが､施設における出勤者を確保する都合から、
私は、何年間も受験できず、困っている。

介護福祉士国家試験を複数回実施してほしい。

（注）上記のほか、７件の苦情等が当省の行政相談に寄せられている。

【相 談 申 出 要 旨】

介護福祉士国家試験の受験機会の拡大介護福祉士国家試験の受験機会の拡大
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（１） 制度の内容

１１ 介護福祉士制度及び介護福祉士国家試験の概要介護福祉士制度及び介護福祉士国家試験の概要

③③ 介護福祉士資格介護福祉士資格のの取得方法取得方法

②② 介護福祉士の介護福祉士の職務内容職務内容
｢｢専門的知識及び技術をもって、身体上又は精神上の障害があることにより専門的知識及び技術をもって、身体上又は精神上の障害があることにより

日常生活を営むのに支障がある者につき入浴、排せつ、食事その他の介護を日常生活を営むのに支障がある者につき入浴、排せつ、食事その他の介護を
行い、並びにその者及びその介護者に対して介護に関する指導を行うこと行い、並びにその者及びその介護者に対して介護に関する指導を行うこと｣｣

（法第２条第２項）（法第２条第２項）

国家試験合格国家試験合格と養成施設修了の２つと養成施設修了の２つ ((参考参考)) 資格取得は、国籍条項なし資格取得は、国籍条項なし

１８７校１８７校
（平成（平成1717年度）年度）

養成施設：４０９校養成施設：４０９校
（定員約（定員約27,00027,000人）人）

（平成（平成1818年年44月月11日現在）日現在）

①① 介護福祉士介護福祉士制度制度のの創設創設 ：： 昭和昭和6363年度年度 【【根拠法根拠法】】 社会福祉士及び介護福祉士法社会福祉士及び介護福祉士法

（昭和（昭和6262年法律第年法律第3030号）号）
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（２）国家試験の内容

②② 試験方法試験方法

試験試験実施実施機関機関 ：： （財）社会福祉振興・試験センター（財）社会福祉振興・試験センター（法（法第第4141条に基づき条に基づき

指定）指定）

③③ 試験の実施回数及び日程試験の実施回数及び日程

――○（実技試験）〃 ３月４日(日)

―○午後

○
○（筆記試験）

午前
〃 １月28日(日)

○(午後のみ)――平成 19年１月27日(土)   

精神保健福祉士社会福祉士介護福祉士日 程

①① 試験試験創設創設時期時期 ：： 昭和昭和6363年度年度

筆記試験筆記試験（１次試験、マークシート方式）（１次試験、マークシート方式）と実技試験と実技試験（２次試験）（２次試験）からからなる。なお、平成なる。なお、平成1717年度から年度から介護介護
技術講習受講者は実技試験技術講習受講者は実技試験をを免除免除

法律は法律は「毎年１回以上」「毎年１回以上」とと規定規定（法第（法第4040条）条）。。実際には実際には年１回で、筆記試験年１回で、筆記試験（１次試験）（１次試験）は他の資格は他の資格

（社会福祉士、精神保健福祉士）（社会福祉士、精神保健福祉士）と同じ日と同じ日に実施に実施
【【日程（平成日程（平成1818年度の場合）年度の場合）】】

（注）（注） 介護技術講習介護技術講習
移動、排せつ、食移動、排せつ、食
事、入浴等の介事、入浴等の介
護技術に関する護技術に関する
講義及び演習を、講義及び演習を、
介護福祉士養成介護福祉士養成
施設にて計施設にて計3232時時
間受講間受講
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④④ 試験試験地及び試験内容地及び試験内容

13,300円
(注) 平成18年度は12,800円

受験手数料
（平成17年度）

12都道府県
（北海道、青森県、宮城県、東京都、石
川県、愛知県、大阪府、広島県、香川県、
福岡県、鹿児島県、沖縄県）

(注)
平成18年度から、筆記試験は12都道府県

から19都道府県に拡大（埼玉県、千葉県、
神奈川県、新潟県、京都府、兵庫県、岡山
県を追加）

試 験 地
(平成17年度)

試 験 実 施
機 関

筆記試験（１次試験）：１月下旬
(出題数の60％程度の得点が合格基準)

実技試験（２次試験）：３月上旬
(筆記試験合格者に対し実施)

試 験 方 法

◦◦ 筆記試験は筆記試験は1313科目について科目について120120問が出題問が出題
され、され、実技試験は実技試験は歩行歩行、、食事食事、、体位交換体位交換のの
介助等の介助等の介護の基本的動作に関する試験介護の基本的動作に関する試験
をを１人５分間１人５分間実施実施

◦◦ 試験地は試験地は、これまで、これまで1212都道府県だが、筆記都道府県だが、筆記
試験は試験は1818年度から年度から1919都道府県都道府県に拡大に拡大

（財）社会福祉振興・試験センター

介護等に関する専門的技能試験（１人５分）
(注)  試験課題に応じて、試験モデルを相手に、介護の

基本的動作を実技
【試験課題の例 －平成17年度－】
Ａさん（80歳）は左片麻痺があり、支えがあれば立つ

ことができますが、歩行はできません。移動や衣服の着
脱には一部介助が必要です。
これから散歩に出かける予定です。ベッドで仰臥位に

なっている木村さんを側臥位から端座位にし、上着を着
用させ、車いすへ移乗するまでを介助してください。
なお、車いすの点検は済んでいます。Ａさんは「はい｣

または「うなずく」のみです。

平成19年
3月4日(日)
実技試験

（２次試験）

２０問形態別介護技術

２０問介護技術

８問介護概論

４問精神保健

１２問医学一般13:30
～
15:25

８問家政学概論

８問老人・障害者の心理

６問レクリエーション活動援助法

８問社会福祉援助技術

４問リハビリテーション論

４問障害者福祉論

１０問老人福祉論

８問社会福祉概論10:00
～
11:35

平成19年
1月28日(日)
筆記試験

（１次試験）

出題数試験科目名試験時間試験日

【平成18年度の試験内容】
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（１） 介護福祉士資格の取得方法別登録者数

① 登録者の資格取得方法別内訳（累計） ② 直近の年度（平成17年度）

登録者は現在約54万7千人｡うち､国家試験合格者は累計で６割強、単年度で７割強

205,421
（37.5％）

養成施設修了者

547,711
342,290
（62.5％）

計国家試験合格者

養成施設
修了者

（３７．５％）

国家試験合格者
（６２．５％）

（単位：人） （単位：人）

(注) 介護福祉士試験合格者が介護福祉士となるためには､介護福祉士登録簿に氏名､生年月日等を登録(登録事務は

(財)社会福祉振興・試験センターが実施)

(注) １ 本表は、「介護福祉士国家試験等の状況について」（(財)社会
福祉振興・試験センター）に基づき作成

２ 人数は、第１回試験(昭和63年度実施)からの延べ数

(注) １ 本表は、「介護福祉士国家試験等の状況について」((財)社会福祉振興・試験
センター)に基づき作成

２ 人数は、平成17年度試験の合格発表日から平成1８年９月末までの登録者
及び同年度における介護福祉士養成施設の卒業者で登録したもの

19,718
（24.6％）

養成施設修了者

80,010
60,292

（75.4％）

計国家試験合格者

２２ 介護福祉士及び介護福祉士国家試験の現況介護福祉士及び介護福祉士国家試験の現況

国家試験合格者
（７５．４％）

養成施設
修了者

（２４．６％）
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63年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

(人)

受験者数は年々増加しており、平成17年度は急増

130,034130,034人人

（２） 介護福祉士国家試験の受験者数の推移

90,602人

（注） 本表は、「社会福祉士及び介護福祉士国家試験の合格発表について」（厚生労働省）に基づき作成

11,973人 9,987人

14,982人

31,567人

58,517人

67,363人

81,008人
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（３） 介護福祉士国家試験の職種別受験者数

740,089 （100.0％）合 計

72,892  （ 9.7％）福祉系高等学校

20,498  （ 2.8％）その他

76,400  （10.3％）医療機関

90,952 （12.3％）介護老人保健施設

135,538 （18.3％）訪問介護員

343,809 （46.6％）社会福祉施設

実務経験
３年以上

受験者数区 分

① 受験者の職種別内訳（累計）

受験者のうち、実務経験３年以上の者は累計で約９割、単年度で９割強

（単位：人）

(注) １ 本表は、「社会福祉士及び介護福祉士国家試験の合格発表に
ついて」（厚生労働省等に基づき作成

２ 人数は、第１回試験(昭和63年度実施)からの延べ数

実務経験３年以上
（９０．３％）

福祉系
高等学校
（９．７％）

130,034 （100.0％）合 計

9,260  （ 7.1％）福祉系高等学校

3,139  （ 2.4％）その他

15,364  （11.8％）医療機関

15,128 （11.6％）介護老人保健施設

38,070  （29.3％）訪問介護員

49,073  （37.8％）社会福祉施設

実務経験
３年以上

受験者数区 分

（単位：人）

実務経験３年以上
（９２．９％）

福祉系
高等学校
（７．１％）

② 直近の年度（平成17年度）

(注) 本表は、「社会福祉士及び介護福祉士国家試験の合格発表について」
（厚生労働省）等に基づき作成
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（１）苦情の全国的発生

３３ 介護福祉士試験を巡る課題・問題点介護福祉士試験を巡る課題・問題点

① 当省の行政相談受理実績 ： ８件 （平成１６年度～現在まで）
・ ６管区局・事務所と広範囲（岩手、三重、中国四国、鳥取、島根、山口）

② 相談内容 ： 介護福祉士等の試験は年１回、 同じ日にしか行われていない
ため、当日は一度に多 くの職員が職場を離れることになり、出勤

者を確保する都合から受験が困難。試験の複数回実施を希望

① 試験当日における勤務体制
調査した８施設中３施設では、試験の受験予定者が多く、当日における勤務

体制がひつ迫

（具体例 －平成18年度試験の予定－ ）

② 意見・要望

・ 介護福祉士試験を複数回実施すること → ７施設が要望
・ 都道府県ごとに試験を実施すること → ４施設が要望

（２）社会福祉施設調査
結果

（注） 当省の介護老人福祉施設（特別
養護老人ホーム）における実地調査
（８施設）の結果

23～2522104089②

121262254③

14～1711102760①

通常の日曜日
の勤務体制

試験当日の
出勤可能人数

受験予定者数介護職員数入所人数施設

（３）受験希望者の意見
・要望

① 介護福祉士試験を複数回実施すること → 29人（67.4%）が要望（他の
14人は意見なし）

② 都道府県ごとに試験を実施すること → 18人（41.9%）が要望
（注） 当省のアンケート調査（８施設43

人が回答） の結果

（単位：人）
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平成10年度 13年度 16年度

（人）（人）
① 改正の方向（案） ② 養成施設卒業者が受験する場合における受験者数の増加

149,752110,38179,79456,309合計（Ａ＋Ｂ）

19,71819,77919,85114,984登録者数（Ｂ）
養成施
設ルート

60,29238,55324,82320,702登録者数

130,03490,60259,94341,325受験者数（Ａ）国家試
験
ルート

17年度16年度13年度平成10年度区 分

養成施設養成施設
ルートのルートの
登録者数登録者数

（Ｂ）（Ｂ）

国家試験国家試験
ルートのルートの
受験者数受験者数

（Ａ）（Ａ）

【【養成施設ルート養成施設ルート】】

厚生労働大臣が指定する介護厚生労働大臣が指定する介護
福祉士養成施設を卒業後、福祉士養成施設を卒業後、介介

護福祉士国家試験を受験護福祉士国家試験を受験

【【実務経験ルート実務経験ルート】】

((ⅰⅰ)) ３年以上の介護等の業務に関する３年以上の介護等の業務に関する

実務経験に加え、一定の養成課程実務経験に加え、一定の養成課程
（６月以上の養成課程または１年以上（６月以上の養成課程または１年以上
の通信課程）を修了後、の通信課程）を修了後、介護福祉士国介護福祉士国
家試験を受験家試験を受験

((ⅱⅱ)) ホームヘルパー研修体系の見直しホームヘルパー研修体系の見直し

等により導入される「介護職員基礎研等により導入される「介護職員基礎研
修」を修了した場合は、２年間の実務修」を修了した場合は、２年間の実務
経験を経た後に、経験を経た後に、介護福祉士国家試介護福祉士国家試
験を受験験を受験

◦ 「資格を取得するためにはすべての者は国家試験を受験するという形で、資格取得方法の一元化を

図るべき」「法律改正案を次期通常国会に提出｣との意見（平成18年12月12日、社会保障審議会福祉部会）

◦ 以上の意見が実現すると､養成施設修了者も国家試験を受験することとなり､受験者数は増加の見込

（単位：人）

（１） 介護福祉士の資格取得方法の一元化

(注) 本表は、「介護福祉士国家試験等の状況について」((財)社会福祉振興・試験
センター)に基づき作成

56,309人

149,752人

（ⅰ） （ⅱ）

４４ 介護福祉士を取り巻く環境とその変化介護福祉士を取り巻く環境とその変化

17年度
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通所介護事業所

訪問介護事業所
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設

介護老人保健施
設

知的障害者援護
施設

身体障害者更生
援護施設

精神障害者社会
復帰施設

（２） 要介護認定者数及び介護保険事業等における施設・サービス利用者数の推移

337.9
（183.6）

286.8
（155.9）

184.0
（100.0）

介護保険事業における
施設・在宅サービス受給者数

432.3
（168.9）

383.9
（150.0）

255.7
（100.0）

要介護認定者数

17年度15年度平成12年度区 分

（万人）（万人）

39.5
（127.6）

34.1
（110.2）

31.0
（100.0）

介護老人福祉施設

109.8
（182.9）

89.9
（149.8）

60.0
（100.0）

訪問介護事業所

112.1
（162.5）

92.1
（133.5）

69.0
（100.0）

通所介護事業所

17年度15年度平成13年度区 分

（万人）（万人）

① 要介護認定者数の推移 ② 各施設・事業所におけるサービス利用者数の推移

要介護認定者数は５年間で約１．７倍に増加し、介護保険事業等におけるサービス利用者数も

年々増加

（単位：万人）

（注） １ 本表は、「介護保険事業報告（平成16年度･17年度）」（厚生労働省）
に基づき作成
２ （ ）内は、平成12年度を100とした指数

（注） １ 本表は、「介護サービス施設・事業所調査（平成17年度）」及び「社
会福祉施設等調査（平成16年度）」（厚生労働省）に基づき作成

２ （ ）内は、平成13年度を100とした指数

（単位：万人）

256万人

432万人

184万人

338万人
69万人

112万人

60万人

110万人

31万人
40万人
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0

20

40

60

80

平成12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

　老人福祉施
設

　知的障害者
援護施設

　身体障害者
更生援護施設

　精神障害者
社会復帰施設

0.0

1.0

2.0

3.0

4 .0

5 .0

平成12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

　精神障害者
社会復帰施
設
　知的障害者
援護施設

　身体障害者
更生援護施
設
　老人福祉施
設

（３） 老人福祉施設等の施設数及び定員数の推移

0.15
（300.0）

0.11
（220.0）

0.05
（100.0）

精神障害者社会復帰施設

4.71
（137.3）

3.98
（116.0）

3.43
（100.0）

合 計

0.43
（143.3）

0.37
（123.3）

0.3
（100.0）

知的障害者援護施設

0.23
（127.8）

0.2
（111.1）

0.18
（100.0）

身体障害者更生援護施設

3.9
（134.5）

3.3
（113.8）

2.9
（100.0）

老人福祉施設

16年度14年度平成12年度区 分

（万施設）（万施設） （万人）（万人）

① 施設数の推移 ② 定員数の推移

老人福祉施設等の施設数は４年間で約１．４倍に増加し、その定員数は約1.2倍に増加

（単位：万施設）

（注） １ 本表は、「社会福祉施設等調査（平成16年度）」（厚生労働省）に
基づき作成

２ （ ）内は、平成12年度を100とした指数

（注） １ 本表は、「社会福祉施設等調査（平成16年度）」（厚生労働省）に
基づき作成
２ （ ）内は、平成12年度を100とした指数

（単位：万人）

2.2
（220.0）

1.5
（150.0）

1.0
（100.0）

精神障害者社会復帰施設

85.2
（121.9）

77.5
（109.7）

69.9
（100.0）

合 計

18.8
（122.1）

16.9
（104.5）

15.4
（100.0）

知的障害者援護施設

6.1
（115.1）

5.7
（107.5）

5.3
（100.0）

身体障害者更生援護施設

58.1
（120.5）

53.4
（110.8）

48.2
（100.0）

老人福祉施設

16年度14年度平成12年度区 分

3.4万施設
48万人

58万人

15万人
19万人

4.7万施設
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0.0

0.2

0 .4

0 .6

0 .8

1 .0

1 .2

1 .4

1 .6

平成15年４月 10月 16年 ４月 10月 17年 ４月 10月 18年 ４月 ９月

（４） 介護保険事業等に従事する介護福祉士の割合及び介護従事職員の有効求人倍率

① 介護保険事業等に従事する介護福祉士の割合 ② 介護従事職員の有効求人倍率

◦ 介護保険事業等に従事する介護職員（約104万人）のうち、介護福祉士資格者は約24％（約25万人）

で、資格を有していない者は約76％（約79万人）

1.51.09 0.75 0.54 10月

1.44 0.97 0.65 0.53４月

18年17年16年平成15年区 分

◦ 介護従事職員の有効求人倍率は、平成15年度・16年度は1.0倍以下であったが、平成17年８月から
1.0倍を超え、直近（平成18年９月）では1.5倍と上昇

791,097
（76.2％）

247,391
（23.8％）

1,038,488合 計

92,536
（76.7％）

28,060
（23.3％）

120,596計

56,601
（80.8％）

13,452
（19.2％）

70,053在宅サービス

35,935
（71.1％）

14,608
（28.9％）

50,543施設サービス
介護保
険事業
以外

698,561
（76.1％）

219,331
（23.9％）

917,892計

510,918
（82.4％）

108,833
（17.6％）

619,751在宅サービス

187,643
（62.9％）

110,498
（37.1％）

298,141施設サービス

介護保
険事業

介護福祉士
以外

介護
福祉士

介護
職員数

区 分

（注） １ 本表は、「介護保険事業」は「介護サービス施設・事業所調査（平成16年度）」（厚生労働
省）、「介護保険事業以外」は「社会福祉施設等調査（平成15･16年度）」（厚生労働省）に

基づき作成
２ 「介護保険事業」の「施設サービス」は、介護老人福祉施設、介護老人保健施設など、

「在宅サービス」は、訪問介護事業所、短期入所生活介護事業所などである。
「介護保険事業以外」の「施設サービス」は、老人福祉施設、身体障害者更生援護施設

など、「在宅サービス」は、身体障害者居宅介護等事業所などである。

（注） １ 本表は、「福祉のお仕事」ホームページ（全国社会福祉協議会）に基づき作成
２ 「18年10月」欄は、平成18年９月の有効求人倍率。当月の求人・求職者数は、

求人：54,310人、求職：36,110人

（単位：人）
ー（社）全国社会福祉協議会 福祉人材センター・バンクー

(倍)

（単位：倍）

0.53倍

1.5倍
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平成16年 20年 23年 26年

要介護認定者数

介護保険事業に従
事する介護職員の
必要数

介護保険事業に従
事する介護福祉士
数

（５） 要介護認定者数及び介護保険事業に従事する介護職員の必要数に関する将来推計（平成16年と26年との対比）

【要介護認定者数及び介護保険事業に従事する介護職員の必要数に関する将来推計】

◦ 厚生労働省によると､① 要介護認定者数は410万人から640万人と 約1.6倍に急増､② ①に伴い、
介護職員の必要数は100万人から156万人へと約1.6倍に急増

―21.9（参考） 介護保険事業に従事する介護福祉士数

156.4 （156.1）100.2 （100.0）
介護保険事業に従事する介護職員の必要数 （常勤職員と

非常勤職員の計）

640 （156.１）410 （100.0）要介護認定者数

26年平成16年区 分

（万人）（万人）

◦ 介護保険事業に従事する介護福祉士数は約22万人であるが、「介護職員の任用資格については、
将来的には介護福祉士を基本とすべき」（平成16年７月30日、社会保障審議会介護保険部会）の意見を実現する
には、将来、上記②のように介護職員数（156万人）を介護福祉士とすることとなり、今後135万人の介護

福祉士の育成が新たに必要になるなど、その量的確保が課題

（単位：万人）

（注） １ 本表は、「介護福祉士のあり方及びその養成プロセスの見直し等に関する検討会」（厚生労働省）に基づき作成
２ （ ）内は、平成16年を100とした指数

１．６倍に増加１．６倍に増加

100万人
156万人

410万人

640万人

22万人
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（１） 介護福祉士試験の在り方
等介護福祉士の質の向上に
関する検討会（平成16年５月31日、

厚生労働省社会・援護局長の私的懇談会）

５５ 介護職員の資質の向上に関する審議会の意見等介護職員の資質の向上に関する審議会の意見等

○ 介護保険制度等において、例えば訪問介護員や施設の介護職員については介護福祉士を
基本とするなど、介護福祉士の位置づけを明確化

○ 介護福祉士の資格取得方法については、資格の取得方法の見直しに関する環境整備の状
況等を踏まえ､指定養成施設の卒業者が受験資格を取得する方法（注）に統一することを検討
（注） 現在は、養成施設の卒業者は介護福祉士資格を取得できるが、今後は国家試験の受験が必要となること

（２） 介護保険制度の見直しに
関する意見（平成16年７月30日、社

会保障審議会介護保険部会）

○ 介護サービスは人材の資質の向上が不可欠である。介護に携わる全ての職種において、
今後は「専門性の確立」を重視する必要があり、資格要件や研修の在り方についてもこうした
方向に沿った見直しを行っていくことが必要

○ 介護職員については、まず、資格要件の観点からは、将来的には、任用資格は「介護福祉
士」を基本とすべきであり、これを前提に、現任者の研修についても、実務経験に応じた段階
的な技術向上が図れるよう、体系的な見直しを進めて行くことが必要

（３） 参議院厚生労働委員会の

附帯決議（平成17年６月16日）
○ 介護需要が増大する中で、優秀な人材を介護の職場に確保していくため、介護労働者の

雇用管理や労働条件の改善、研修体系や資格の在り方の見直しに取り組むこと

（４） 介護福祉士制度及び社会
福祉士制度の在り方に関する
意見（平成18年12月12日、社会保障審

議会福祉部会）

○ 介護福祉士の資質の確保及び向上のためには、資格取得に当たってのそれぞれの教育
プロセスにおける教育内容や実務経験を充実した上で、その水準を統一するとともに、資格
を取得するためにはすべての者は一定の教育プロセスや実務経験を経た後に国家試験を受
験するという形で、資格取得方法の一元化を図るべき

○ 厚生労働省においては、制度の見直しが必要な事項についての法律改正案を次期通常
国会に提出するなど、改革に早急に取り組み、着実に実行すべき

介護職員の任用資格について「介護福祉士」を基本とするなど、介護職員の資質の向上について

各種審議会等の意見あり
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52国家試験のうち、年２回以上試験を実施しているものは18試験（34.6％）

―
18試験

（34.6％）
年２回以上

第一種衛生管理者
２級ボイラー技師
クレーン運転士 等

４試験
（7.7％）

年１１回以上

１級ボイラー技師
潜水士
エックス線作業主任者 等

４試験
（7.7％）

年４～１０回

ボイラー整備士
１試験
（1.9％）

年３回

―
52試験

（100.0％）
合計

美容師
救急救命士
理容師 等

９試験
（17.3％）

年２回

看護師
社会保険労務士
保育士 等

34試験
（65.4％）

年１回

左の例国家試験数実施回数

【筆記・実技】

22,600
4,676年２回理容師

8,3006,481年４回潜水士

8,30010,691  年８回１級ボイラー技師

8,3003,397年３回ボイラー整備士

22,227

48,068

2,760

45,824

受験者数（人）

【実技】

11,100
年18回クレーン運転士

8,300年32回第一種衛生管理者

33,600年２回救急救命士

【筆記・実技】

22,600
年２回美容師

受験手数料（円）実施回数資格名

【国家試験の実施状況（平成17年度）】 （参考） 年２回以上実施されている試験の例（平成17年度）

（注） 厚生労働省ホームページ及び（財）安全衛生技術試験協会ホームページ、市販書籍に基づき作成

６ 他の国家資格の試験実施状況他の国家資格の試験実施状況 （厚生労働省所管・平成（厚生労働省所管・平成1717年度）年度）
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７７ 厚厚 生生 労労 働働 省省 のの 意意 見見
－－ 介護福祉士国家試験を年２回以上実施することについての意見及びその理由介護福祉士国家試験を年２回以上実施することについての意見及びその理由 －－

国家試験である以上、 受験希望者の受験機会を失わせるようなこと
がないようにすることが重要であり、 本年度から試験地を12都道府県
から19都道府県に拡大し、 試験会場も拡大するなどの措置を講じてい
るところ。

国家試験の在り方の見直しについては、社会保障審議会福祉部会から
「筆記試験については、教育カリキュラムの見直しへの対応に併せ、介
護福祉士として必要とされる知識及び技能を総合的に評価できるような
内容になっているかどうかについて、検証を行っていくことが必要｣と
の意見（平成18年12月12日）があり、厚生労働省としては、まずは、この意見
を踏まえ、所要の検討を行っていく。

国家試験を２回実施するとなると、受験手数料の増にもつながるが、
一方で、受験手数料が高いとの意見・要望がある。

（参考）（財） 社会福祉振興・試験センターでは､介護福祉士国家試験を年２回以上実施

する上での課題は、試験問題を２回以上作成することであると説明
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本日ご議論いただきたい点本日ご議論いただきたい点

介護福祉士国家試験について(少子高齢化及び

核家族化の進展に対応するため)、 介護福祉士の

確保･育成を推進する観点から､ 試験回数を増やす

ことについて、その必要性と妥当性



１

① 私は、家を建築中であるが、市が建築確認申請の内容を公
開しているため、建設関係紙にその内容が報道され、様々な
勧誘が来るようになり迷惑しているので、公開をやめてほし
い。（福井県）

② 私は、家を建築中であるが、複数の家具店から「ご新築・
特別優待セール」のダイレクトメールが送られてくるように
なり、その後、建築基準法の公開規定によるものだと分かっ
た。
建築基準法の閲覧規定があっても、このような営業を目的

とする者に対して、建築確認申請に係る個人の情報を提供す
ることには納得できない。（北海道）

（注）上記のほか、11件の苦情等が当省の行政相談に寄せられている。

【相 談 申 出 要 旨】

建築計画概要書等の閲覧制限の見直し建築計画概要書等の閲覧制限の見直し



２

前回推進会議における主な意見前回推進会議における主な意見

１ 特定行政庁における閲覧制限の状況

・ 調査した特定行政庁の数が少ないので、もう少し広範な実態を知りたい。

２ 違反建築物の未然防止・売買防止等の本来の目的に沿った通報件数、効果の発現状況

・ 建築計画概要書を公開することにより、近隣の人達から建築監視員や特定行政庁にどの

位違反建築物の通報があり､どの程度立法目的が達成されているのかという実態を知りたい。

３ 建築基準法第93条の２の「権利利益」の「不当な」侵害の解釈

・ 権利利益の中には､住民の平穏も含まれるのか｡平穏の中には､意に沿わない訪問販売や

見たくもないダイレクトメールの除去も含まれるのか｡

・ 個人情報保護の分野では権利利益を幅広に捉えているが､「不当に」という観点も注意して

おくべき。

４ 閲覧対象文書について情報公開請求があった場合における地方公共団体の対応状況

・ 地方公共団体は情報公開請求があった場合、どのように対応しているか。

５ 建築関係新聞社が紙面で建築主の氏名等を公表することについて

・ 新聞社は、どのような目的によりこのような情報を掲載しているか。



３

閲覧制度の内容

１１ 建築計画概要書等の閲覧制度の内容等建築計画概要書等の閲覧制度の内容等

① 周辺住民の協力のもとに違反建築
物を未然に防止

② 違反建築物の売買を防止

個人情報の保護に関する法律の制定
もあり、閲覧制度においても個人情報
の適切な取扱いについて十分な配慮が
必要

根拠条文根拠条文 ：： 建築基準法（昭和建築基準法（昭和2525年法律第年法律第201201号）第号）第9393条の２条の２

○ 法第93条の２に、閲覧対象書類を「建築物
の所有者等の権利利益を不当に侵害するおそ
れがないもの」と明記

○ 建築計画概要書等の別記第３号様式等につ
いて、建築主の電話番号欄を削除
（法施行規則の別記様式の改正）

（（１）閲覧制度の創設１）閲覧制度の創設 ～～建築基準法の一部改正（昭和建築基準法の一部改正（昭和4545年法律第年法律第109109号）～号）～

（２（２）閲覧制度の改正）閲覧制度の改正 ～～建築基準法の一部改正（建築基準法の一部改正（平成平成1616年）～年）～

条文の内容条文の内容 ：： 閲覧対象書類→建築計画概要書、築造計画概要書等閲覧対象書類→建築計画概要書、築造計画概要書等
：： 閲閲 覧覧 者→誰でも閲覧が可者→誰でも閲覧が可

○ 建築計画概要書、築造計画概要書等の閲覧制
度を創設

目目 的的

目目 的的
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２２ 特定行政庁における閲覧制限規定の制定状況及び閲覧の制限状況特定行政庁における閲覧制限規定の制定状況及び閲覧の制限状況

【制度】特定行政庁は、建築計画概要書等を閲覧に供するため、閲覧の場所及び閲覧に関する規程を
定め告示（法施行規則第11条の４）

（1） 閲覧規程における閲覧制限規定の制定状況（調査した53特定行政庁）

（注） １ 「閲覧制限規定」とは、何らかの場合に閲覧を制限又は禁止する規定
２ 調査は47都道府県庁が所在する市（東京都は１区）のほか、６県市（１県、５市）を対象

① 閲覧制限規定の有無（53特定行政庁） ② 閲覧制限の対象とする閲覧（11特定行政庁で、延べ16の閲覧制限）

③ 制限規定を設けていない理由（42特定行政庁）

・ 建築基準法に閲覧を制限する規定がないため → 20特定行政庁

・ 運用により制限しているため → ３特定行政庁

・ 住民からの苦情がないため → ２特定行政庁

・ （特になし） → 17特定行政庁

④ 制限規定を設けた経緯・理由（11特定行政庁で延べ17の理由）
・ 営利目的の閲覧の防止 → ５特定行政庁

・ 個人情報の保護 → ３特定行政庁

・ 住民からの苦情の発生 → ３特定行政庁

・ 閲覧事務手続の簡素化 → ３特定行政庁

・ その他 → ３特定行政庁

閲覧制限規定のある特定行政庁は11行政庁（２割）で、閲覧を制限するのは、「建築物を特定しない

閲覧」、「営利目的の閲覧」、「大量閲覧」の申請

36.4４大量閲覧の場合、事前承認制

45.5５営利目的の申請を拒否等

63.6７建築物・建築主を特定しない閲覧申請を拒否等

割合特定行政庁制限の対象とする閲覧申請と制限内容

（注） 「割合」は、制限規定を設けている11特定行政庁のうち当該事項
を制限している特定行政庁の割合

制限規定あり
11特定行政庁

（20.8％）

制限規定なし
42特定行政庁

（79.2％）

（単位：特定行政庁、％）
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（２） 実際の閲覧制限の状況（調査した53特定行政庁）

【実際の制限状況】 【閲覧制限がある場合、対象とする閲覧（35特定行政庁で延べ69の閲覧制限】

（参考２）
制限規定がない特定行政庁の実際の制限状況（42特定行政庁）

①① 閲覧閲覧をを制限制限してしているものいるもの →→ 3535特定行政庁特定行政庁
◦◦ 制限規定を設けている制限規定を設けている1111特定行政庁のうち、実際に閲覧を制限しているもの特定行政庁のうち、実際に閲覧を制限しているもの →→ 1010特定行政庁特定行政庁

◦◦ 制限規定を設けていない制限規定を設けていない4242特定行政庁のうち、特定行政庁のうち、実際には閲覧を制限実際には閲覧を制限 →→ 2525特定行政庁特定行政庁

②② 閲覧を制限閲覧を制限しているのしているのは、は、「営利目的の閲覧」、「建築物等を特定しない閲覧」、「大量閲覧」「営利目的の閲覧」、「建築物等を特定しない閲覧」、「大量閲覧」の申請の申請

11.44その他

45.716大量閲覧の場合、事前承認制

48.617建築物・建築主を特定しない閲覧を拒否等

91.432営利目的の閲覧申請を拒否等

割合特定行政庁制限の対象とする閲覧申請と制限内容

（注） 「割合」は、閲覧制限を実施している35特定行政庁のうち当該制限事
項に該当する特定行政庁の割合

制限なし
17特定行政庁

（40.5％） 制限あり
25特定行政庁

（59.5％）

閲覧制限なし
18特定行政庁

（34.0％）

閲覧制限あり
35特定行政庁

（66.0％）

（単位：特定行政庁、％）

閲覧制限あり
10特定行政庁

（90.9％）

閲覧制限なし
1特定行政庁

（9.1％）

（参考１）
制限規定がある特定行政庁の実際の制限状況（11特定行政庁）
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③ 制限している場合、その経緯・理由 （35特定行政庁。延べ回答数）

④ 制限していない場合、その理由（18特定行政庁）

特になし
３特定行政庁

（17.6％）

（注） １ 「建築基準法の本来の趣旨」は、閲覧制度の
目的は違反建築物の未然防止等であり、営業
目的の閲覧を認容する趣旨ではないとするもの。

２ 「旧建設省の通達等を根拠」は、「建築基準法
質疑応答（昭和50年７月25日住指発1126号）」
の「明らかに営利を目的とする閲覧請求につい
てまで当該請求人に閲覧を認めた趣旨である
とは解しがたい。」による。

「建築基準法の本来の趣旨」「建築基準法の本来の趣旨」（（1616特定行政庁）特定行政庁）、「個人情報の保護」、「個人情報の保護」（（1313特定行政庁）、特定行政庁）、 「住民からの苦情の発生」「住民からの苦情の発生」
（（1212特定行政庁）特定行政庁）が多数が多数

「建築基準法に閲覧を制限する規定がない「建築基準法に閲覧を制限する規定がない
ため」がため」が1010特定行政庁と多数特定行政庁と多数

閲覧制限を実施している35特定行政庁における制限経緯・理由

20特定行政庁
（55.6％）

16特定行政庁
（44.4％）

15特定行政庁
（41.7％）

９特定行政庁
（25.0％）

７特定行政庁
（19.4％）

６特定行政庁

（16.7％）

（特定行政庁）

建築基準法の
本来の趣旨

個人情報の
保護 住民からの

苦情の発生

旧建設省の
通達等を根拠

閲覧事務手続

の簡素化

その他

建築基準法に閲覧
を制限する規定が
ないため

10特定行政庁

（55.5％）

閲覧規程において制限
しておらず、規程どお
りに運用しているため

２特定行政庁（11.1％）

住民からの苦情
がないため

２特定行政庁

（11.1％）

特になし

４特定行政庁

（22.2％）
0 5 10 15 20

1

2

3

4

5

6

住民からの
苦情の発生

閲覧事務手
続の簡素化

制限規定のない特定行政庁 制限規定のある特定行政庁

16特定行政庁
(45.7％）

13特定行政庁
(37.1％）

12特定行政庁
(34.3％）

７特定行政庁
(20.0％）

４特定行政庁
(11.4％）

６特定行政庁
(17.1％）

（８） （８）

（10） （３）

（９） （３）

（７）

（３） （１）

（６）
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（１） 違反建築物の通報状況（調査した53特定行政庁）

① 建築監視員の設置状況（53特定行政庁）

３３ 違反建築物の通報状況違反建築物の通報状況

312うち、閲覧者による通報件数

0

808

17年度

11

うち、通報に基づき検査
等を行った結果、違反建
築物等であることが判明
した件数

1,573765民間の個人・団体の通報件数

計平成16年度区 分

98 (100)計

5  (5.1)建ぺい率違反

7  (7.1)用途制限違反

13 (13.3)確認掲示板の不掲示

14 (14.3)接道義務

19 (19.4)工事内容の照会等

40 (40.8)建築確認未申請

件数（％）主な通報内容

98 (100)計

16 (16.3)（不明）

4  （4.0）その他

2 (2.0)町内会役員

2 (2.0)県

34 (34.7)近隣住民

40 (40.8）匿名電話等

件数（％）通報者の属性

② 違反建築物の通報件数（25特定行政庁）

④ 特定行政庁への最近の通報事例と通報者の属性
（41特定行政庁）

1,43911766125810601,01717年度

1,4871686023111180909
平成
16年度

そ
の
他

完了
検査
終了後

完了
検査
時

中間
検査
時

計
そ
の
他

建築
監視
員の
活動

特定行政庁民間の
個人・
団体の
通報
件数

区分

③ （参考）違反建築物の発見端緒別件数（38特定行政庁）

◦ 建築監視員の配置状況は、これを配置していないところが11特定行政庁。配置している場合でも、担当課の職員やその他の課の職員が兼
務しているところが38特定行政庁と兼務が多く、専担の建築監視員を配置しているところは２特定行政庁のみで、特定行政庁への通報が主

◦ 民間の団体・個人からの特定行政庁への通報件数のうち、閲覧者による通報と判明しているものは数件程
度。ただし、民間の個人・団体からの通報を端緒とした違反建築物の発見は、平成17年度で千件強と多い。

（単位：件）

（単位：件）

担当課職員が監
視員を兼任
30特定行政庁

（56.6％）担当課及びその
他の課の職員が
監視員を兼任
８特定行政庁
（15.1％）

担当課以外の職
員が監視員を兼
任
２特定行政庁

（3.8％）

担当課職員が
兼任及び民間
人を監視員
２特定行政庁

（3.8％）

監視員を任命
していない
11特定行政庁

（20.7％）
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（２） 閲覧制度は違反建築物の発見、防止に寄与しているかについての意見（53特定行政庁）

分からない
10特定行政庁

（18.9％）

寄与していない
32特定行政庁

（60.4％）

寄与している
11特定行政庁

（20.7％）

「寄与している」とする理由（11特定行政庁）

不動産売買の確認
３特定行政庁

（27.3％）

閲覧による違反
建築の防止

２特定行政庁
（18.2％）

過去の建築確認の
内容確認

２特定行政庁
（18.2％）

その他
４特定行政庁

（36.3％）

「寄与していない」とする理由（32特定行政庁）

閲覧により違反建築物が
発見されることはほとんど
ない

28特定行政庁
（87.5％）

住民に閲覧制度が
浸透していない

１特定行政庁
（3.1％）

その他
３特定行政庁

（9.4％）

（寄与している）

（寄与していない）

◦ 「寄与している」は11特定行政庁（２割）のみで「寄与していない」と明言するのが32特定行政庁（６割）
◦ 「寄与していない」理由としては「閲覧により違反建築物が発見されたことはほとんどない」が28特定

行政庁と９割近く



９

（３） 建築計画概要書等の活用状況（53特定行政庁）

① 通常業務での活用目的

通常業務にも活用
48特定行政庁

（90.6％）

閲覧申請への
対応のみ

5特定行政庁
（9.4％）

① 「閲覧申請への対応のみに活用」は５特定行政庁で、
他の48特定行政庁は、①の活用のほかに②「通常業務に
も活用」

ただし、通常業務に活用している内容としては、ある建
築物が建築確認が下りているかどうかの確認、建築確認
事務の一環としての接道状況の審査等など、法本来の目
的である違反建築物の発見、防止等のための住民への閲
覧ではなく、他の事務処理方法により代替できる活用にす
ぎない。

7.96税金の賦課

10076計

13.110その他

9.27各種証明書の発行

10.58苦情相談、違反建築相談

18.414接道状況等の審査

40.931既存建築物の過去の建築確認の把握

割合回数事 項 名

10087計

14.913全部分

6.96第二面（建築物の構造等）

3.43第一面（建築主、施工者等）

11.510建築物の地名・地番

24.221建築主の氏名・住所

39.134配置図、付近見取図（第三面）

割合件数事 項 名

② 活用している建築計画概要書等の事項

（単位：回数、％） （単位：件数、％）



１０

36,40732,2854,122
うち大量閲
覧件数 （B）

74.378.950.8割合 (B/A）

49,02040,9018,119合計 （A）

計
法人に
よる閲覧

個人に
よる閲覧

区 分

① 建築計画概要書の閲覧実績（53特定行政庁のうち、閲覧実績を把握している26特定行政庁における平成17年度実績）

② 建築計画概要書の閲覧申請の状況（把握できた42特定行政庁における抽出調査）

閲覧実績 49,020件

４４ 建築計画概要書の閲覧実績建築計画概要書の閲覧実績

大量閲覧件数 36,407件（単位：件、％）

（Ａ）のうち
大量閲覧
件数

10,771568,8301,10877710,7712,7188,0531,71610,771計

(100.0)(0.7)(55.4)(42.7)(1.2)(100.0)(89.0)(11.0)(23.6)

2,543171,4081,086322,5432,2642791,7162,543
不特定

(100.0)(0.5)(90.2)(0.3)(9.0)(100.0)(5.5)(94.5)(76.4)

8,228397,422227458,2284547,77408,228
特 定

計未記載その他建設関係紙販売業務計不特定特定

（Ａ）のうち閲覧目的の記載内容（Ａ）のうち建築物の地番の特定件 数
（Ａ）

建築主氏名

（単位：件、％）

（注） １ 本表は、閲覧申請者が「建築計画概要書の閲覧申請書に建築主の氏名を特定（記載）しているものと不特定のものについて記載したもの
２ 本表は、原則として、平成18年４月から７月までの４か月分の申請の中から１特定行政庁当たり30件等の申請状況を集計したもの（平成17年度の申請全体を集計したものも含む。）

◦ 53特定行政庁のうち、閲覧実績を把握していた26特定行政庁における閲覧件数は、４万９千件(平成17年度）
→ ① その８割以上（４万１千件）は法人による閲覧申請、②その７割以上は大量閲覧申請

◦ 42特定行政庁で抽出した１万１千件の閲覧申請のうち、建築主の氏名が不特定の申請は２割以上
→ ① その９割が建築物の地番も特定しない申請、②その４割以上が建設関係紙の申請

個人による閲覧
8,119件
（16.6％）

法人による閲覧
40,901件
（83.4％）

法人による閲覧
32,285件

（88.7％）

個人による閲覧
4,122件
（11.3％）



５５ 閲覧制度に関する特定行政庁の意見・要望閲覧制度に関する特定行政庁の意見・要望
（１） 閲覧制限の対象・方法に関する意見・要望（調査した53特定行政庁）

① 意見・要望の有無

意見・要望あり
41特定行政庁

（77.4％）

特に意見なし
12特定行政庁

（22.6％）
３７３６３６計４１

２

１

１

２

２

２

３１

意見を有
する特定
行政庁数

○

○

○

○○

○○

○○

○○○

営利目的の
閲覧の制限

（C）

建築物・建築主を
特定しない閲覧の
制限（B）

大量閲覧
の制限（A）

意見内容（延べ数）

（A）＋（B）
２特定行政庁

（4.9％）

（C）のみ
２特定行政庁

（4.9％）
（B）のみ

１特定行政庁（2.4％）

（A）のみ
１特定行政庁（2.4％）

ⅰ）制限事項別の意見・要望
ⅱ）制限内容別の意見・要望（単位：特定行政庁）

② 閲覧制限の方法

ⅰ）大量閲覧を制限するべき（37特定行政庁。延べ数）
ⅱ）建築物・建築主を特定しない閲覧を制限するべき（36特定行政庁、

延べ数）
ⅲ）営利目的の閲覧を制限するべき（36特定行政庁、

延べ数）

◦ 意見のあるのは41特定行政庁で、大量閲覧（36特定行政庁）､建築物等を特定しない閲覧（36特定行政庁）､営利

目的の閲覧（37特定行政庁）を行う場合に制限を行うことを国に要望
◦ 閲覧制限の方法として、国の助言ではなく法令の改正を希望する特定行政庁が多数

１１１１

法律の改正
29特定行政庁

（55.8％）法施行規則の改正
18特定行政庁

（34.6％）

法施行規則
別表を改正
1特定行政庁
（1.9％）

国の技術的助言
4特定行政庁

（7.7％）

法律の改正
26特定行政庁

（53.1％）

法施行規則の改正
18特定行政庁

（36.7％）

法施行規則
別表を改正
1特定行政庁
（2.0％）

国の技術的助言
4特定行政庁

（8.2％）

法律の改正
23特定行政庁

（51.1％）
法施行規則の改正

16特定行政庁
（35.6％）

法施行規則
別表を改正
1特定行政庁
（2.2％）

国の技術的助言
5特定行政庁

（11.1％）

（A）＋（Ｃ）
２特定行政庁

（4.9％）

（Ｂ）＋（Ｃ）
２特定行政庁

（4.9％）

大量閲覧、建築
物・建築主を特定
しない閲覧、営利
目的の閲覧を制限
するべき

(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ)

31特定行政庁

（75.6％）



１２

（２） 閲覧事項の制限（建築主の氏名、住所）に関する意見・要望（53特定行政庁のうち、意見のあった27特定行政庁）

建築主の氏名、住所といった個人情報を営業等で利
用されているのが現状であることから、建築物の情報と
は直接の関係が薄い建築主の氏名、住所といった個人
情報については記載を除くべき

Ｂ 市

建築主の氏名等の個人情報に関する事項は、制度の
主旨に沿った閲覧内容とは直接的な関係はないもの

Ａ 市

意見の内容特定行政庁名

（３） 大都市建築・住宅主管者会議（14の政令指定都市で構成）は閲覧制限について国土交通省に要望（平成17年７月）

建築主の氏名、住所を削除すると業務に支障が生じるＦ 市

建築主の氏名、住所が削除されると事務処理上不便Ｅ 市

通報があった際、記載された情報を検索することが困難
となるので、削除しないでほしい

Ｄ 市

建築主の住所、氏名が明確にされないと、概要書の本来
の目的がそれてしまうのではないか。また、違反処理等、
行政の調査として、建築主の住所、氏名を検索する場合も
あることから、安易な削除は不適当

Ｃ 市

意見の内容特定行政庁名

◦ 書類の閲覧について、法の趣旨及び閲覧の制限について、明文化すること

◦ 閲覧制度と個人情報保護との関係を明確にし、保護すべき情報（個人の住所等）について、閲覧事項
に制限を加えること

削除するべきではない
10特定行政庁

（37.0％）

閲覧を制限するべき
３特定行政庁
（11.1％）

制限を関係法令
等に明文化

２特定行政庁
（7.5％）

① 「削除するべき」とする意見・要望

② 「削除するべきではない」とする意見・要望

◦ 建築主の氏名、住所を削除又は閲覧制限するべきなどとする意見 → 17特定行政庁と多数

◦ 削除すべき理由 → 建築基準法の閲覧目的とは無関係、個人情報保護

17特定行政庁
（63.0％）

削除するべき
12特定行政庁

（44.4％）
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（１）苦情の全国的発生

６６ 閲覧制度を巡る課題・問題等閲覧制度を巡る課題・問題等

① 当省の行政相談受理実績 ： １３件 （平成１５年度～）

・ １０管区局・事務所と広範囲（北海道、山形、群馬、関東、神奈川、山梨、近畿、福井、中国四国、鳥取）

（相談内容） ： 建築計画概要書等の閲覧による販売勧誘のための訪問、ダイレクトメールの送付等
・ ダイレクトメール等による販売勧誘商品の例 ： 家具・インテリア、運送・引越、電化製品、庭園・花壇物品等

② 特定行政庁（苦情等を把握している48特定行政庁のうち、具体的に相談があった24特定行政庁） ： 337件（平成17年度
及び18年度上期）

（相談内容） ： 販売勧誘のための訪問、ダイレクトメールの送付、並びに建築関係紙への建築主の
氏名・住所の無断掲載など（平成18年度上期）

・ 家具・インテリア等の業者からのダイレクトメールの送付 → 49件
・ 建築主の氏名・住所等の個人情報の保護を徹底 → 36件
・ セールスマンによる自宅訪問 → 14件

③ 消費生活センター等の相談受理実績 ： １９件 （平成１７年４月１日～１８年９月２１日）
・ １１都府県（群馬県、東京都、新潟県、長野県、愛知県、石川県、岐阜県、大阪府、滋賀県、岡山県、福岡県）

（相談内容） ： 建築計画概要書等の閲覧による販売勧誘のための訪問、ダイレクトメールの送付等

（２）新設住宅の着工戸数は多数
着工戸数：約125万戸と多数（平成17年度）

平成１５年度 １６年度 １７年度

持 家 37万戸 37万戸 35万戸
分譲住宅 33万戸 35万戸 37万戸
貸家・給与住宅 47万戸 48万戸 53万戸

計 117万戸 120万戸 125万戸



建設関係新聞の記事掲載状況等（３８特定行政庁（８１建設関係紙））
① ８１建設関係紙の紙面掲載状況 （建築主の氏名、住所、建築物の構造、用途、建設地、設計者名、施工者名の７事項の掲載の有無）

② 記事掲載している建築物の種類（実態を把握できた80紙） ③ 建設関係紙の閲覧目的の内容（実態を把握できた83紙）

④ 記事掲載の具体例
（北海道） ： 個人住宅､大型物件､共同住宅等について､建築主の氏名・住所､構造、建設地、設計者、施工者等を掲載

平成18年８月１日～３日の掲載件数 ： 127件
（内訳） 個人住宅 ： 94件 大型物件 ： 10件 共同住宅等 ： 23件

（３） 建設関係新聞の建築主の氏名・住所等の記事掲載

７事項すべて

40紙(49.4%)６事項
20紙
(24.7%)

５事項

12紙
(14.8%) 

４事項
１紙
(1.2%) 

３事項
６紙

(7.4%) 

１事項

２紙(2.5%) 

【【掲載事項の掲載率（掲載事項の掲載率（8181紙紙に占めるに占める掲載掲載紙の割合紙の割合））】】

◦◦ 建築主の氏名建築主の氏名 →→ 6464紙（約紙（約7979％）％）

◦◦ 建築主の住所建築主の住所 →→ 5858紙（約紙（約7272％）％）

◦◦ 建建 設設 地地 →→ 7878紙（約紙（約9696％）％）

◦◦ 施施 工工 者者 名名 →→ 7171紙（約紙（約8888％％））

３種類
掲載

50紙
(62.5%)

大型物件、
共同住宅
を掲載

20紙
(25.0％）

共同住宅、個人住宅
を掲載

５紙(6.3％）

大型物件のみ掲載

３紙(3.8％）

個人住宅
のみ掲載

２紙(3.8％） 報道・取材

40紙(48.2％）

調査・資料作成

14紙(16.9％）

建設業界の健
全な振興・発
展に寄与

29紙(34.9％）

１４１４

◦ ７事項すべて掲載しているもの
→ 40紙（49％）

◦ 建築主の氏名を掲載しているもの
→ 64紙（79％）

◦ 建築主の住所を記事として掲載して
いるもの
→ 58紙（72％）

◦ 大型物件､共同住宅及び個人住宅の３種類を掲載しているもの 50紙（63％）
◦ 個人住宅を掲載しているもの 57紙（71％）

◦ 「報道・取材」と記載しているもの 40紙（48％と高い）
◦ 「建設業界の健全な振興・発展に寄与」 29紙（35％）



１５

７７ 権利利益の不当な侵害の解釈権利利益の不当な侵害の解釈

（建築基準法第93条の２） 当該処分若しくは報告に係る建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者若しくは占有者又は第三者の
権利利益を不当に侵害するおそれがないものとして国土交通省令で定めるもの （⇒３ページ参照：法施行規則の別記第３号様式（建築計画概要書）等）

建築主の「電話番号」を「所有者等の権利利益を不当に侵害するおそれ
がないもの」から除外

（参 考）

⇒ 個人情報の取扱いによって侵害さ

れるおそれのある、個人の人格的、
財産的な権利利益

個人の「権利利益」の解釈例

② 個人情報保護法
（平成15年法律第57号）

【国土交通省の見解】（平成18年12月27日回答）

○ 個人情報の保護に関する法律及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の制定を踏まえ、特定行政庁が閲覧に供する書

類について、国土交通省令で定めるものに限定することとしたもの

○ 建築計画概要書等の書類を閲覧に供することによる公共の利益と、閲覧にしないことによる所有者等の権利利益の保護を比較衡量し

た上で、閲覧に供する書類の種類及び内容について国土交通省令に規定

○ この点、書類閲覧制度による公共の利益の達成のためには、建築主への連絡手段を確保する上で、建築主の氏名・住所が明らかであ

れば十分と考えられることから、「建築主」の欄から「電話番号」を削除

「不当に」の解釈例

審議、検討等に関する情報につき「率直な意見の交換等が不当に
損なわれるおそれ」等

⇒ 予想される支障が「不当」なものかどうかの判断は、公にすることに
よる利益と不開示にすることによる利益とを比較衡量した上で判断

行政機関が「保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利
用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当
に侵害するおそれ」

⇒ 本人の同意が強制されたものである場合、保有個人情報の中に
本人の情報の他に第三者の情報も含まれている場合などは、本人又
は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあり

① 行政機関個人情報保護法
（平成15年法律第58号）

③情報公開法
（平成11年法律第42号）

⇒ プライバシー権を含む個人の人

格的、財産的な権利利益

他法令における解釈例



１６

８８ 建築計画概要書の閲覧制度と情報公開制度との関係建築計画概要書の閲覧制度と情報公開制度との関係

（１）建築計画概要書について開示請求があった場合の対応（１）建築計画概要書について開示請求があった場合の対応 （（※※ 5353地方公共団体のうち、開示請求実績がないため未回答などの地方公共団体のうち、開示請求実績がないため未回答などの1111団体を除く団体を除く4422地方公共団体）地方公共団体）

① 全部開示決定 ⇒ 24団体（調査した地方公共団体の半数）
② 建築計画概要書の記載事項となっていない印影、間取り図を不開示とするなどの部分開示決定 ⇒ 18団体

（うち、印影等のほか、建築主（個人）の氏名、住所、配置図（建築主の氏名が記載されている部分）等の特定の個人を識別する情報

まで不開示とする もの ⇒ ７団体）

③ なお、全部不開示とする地方公共団体はない
※この傾向は、特定行政庁において閲覧制限を実施しているか、実施していないかによって、違いはみられず

全部開示決定は、公開条例中、不開示情報からの除外規定である「法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されて
いる情報」に該当することを理由にしているものが大半

（２）大量の建築計画概要書について開示請求があった場合の対応（２）大量の建築計画概要書について開示請求があった場合の対応 （（ ※※ 5353地方公共団体のうち、大量の開示請求等がない９団体を除く地方公共団体のうち、大量の開示請求等がない９団体を除く4444地方公共団体）地方公共団体）

① 全部開示決定 ⇒ 23団体（調査した地方公共団体の半数）
② 部分開示決定 ⇒ 16団体

③ 全部不開示 ⇒ ５団体
※特定行政庁において閲覧制限を実施している場合、全部開示は約４割の団体に止まるが、閲覧制限を実施していない場合は、
７割の団体で全部開示

○ 調査した53特定行政庁のうち閲覧制度に基づき概要書の写しを交付するものは28特定行政庁（52.8％）。閲覧の供与のみで写しを交付して
いないものは25特定行政庁（47.2％）でそのうち11特定行政庁は情報公開請求制度を教示

全部不開示とする団体は、建築主や建築物を特定しない大量の請求については、建築基準法に基づく閲覧制度においても認められていないことを
主な理由に挙げている

建築主の氏名・住所等は個人識別情報であるとの認識はあるが、法定の閲覧制度がある以上、開示請求されれば開示せざるを得ないとするところが多く、

法制面での整合性が課題

通常請求の場合と異なり、不特定多数の大量請求については権利利益を不当に侵害されるおそれありと判断し、建築主の氏名・住所を不開示とする

ものがある一方で、請求者の理解を得て概要書の全面から建築主の氏名、住所の記載がない二面・三面に請求対象を変更してもらうなど、その対策に
苦慮



１７

全部不開示の決定に対し全部不開示の決定に対し
不服申立てが４件あり不服申立てが４件あり

原決定（全部不開示）は妥当：２審査会

・ 閲覧の目的を問わず無限定に閲覧を認めているとは考えられず

原決定（全部不開示）を取り消し、部分開示とすべき：１審査会

・ 違法建築物の防止、無確認建築物の売買等の未然防止を目的とするもの以外の

一切の閲覧を禁じたものとまでは考えられず

（審査会答申３件）

（他に条例の適用除外に対する不服申立てが1件あり）

９９ 国土交通省の意見国土交通省の意見 （平成（平成1818年年1212月月2727日付け意見）日付け意見）

－－ 建築計画概要書の閲覧制限の見直しに関する意見建築計画概要書の閲覧制限の見直しに関する意見 －－

（１） 建築計画概要書の閲覧制度の趣旨

（２） 今後の対応方針（考え方）

◦ 閲覧制度は、周辺住民に対し、その近隣に建築される建築物が実体上の違反建築物であるか否か、相隣関係で問題が
ないかなど、その建築物によって自らの敷地や建築物、住環境等が受ける影響について知りうる機会を提供

◦ 善意の買主に対しても､当該建築物の周辺状況等について知り得る機会を提供し､無確認建築物の売買等をも未然
に防止

◦ 個人情報保護法の制定もあり、建築計画概要書等の閲覧制度においても、個人情報の適切な取扱いについて十
分な配慮が必要と認識

◦ 現在、特定行政庁において、営業目的等建築基準法の想定している利用目的以外の利用目的を有していること
が明らかである大量の閲覧請求等の取扱い等について、必ずしも統一的な運用が行われていないことから、日本
建築行政会議（基準総則部会）等において、実態を踏まえつつ、書類の閲覧制度の統一的な運用について検討が
行われているところであり、その検討結果を踏まえた上で、適切に対応
（注）日本建築行政会議：特定行政庁及び指定確認検査機関等が会員



１８

本日ご議論いただきたい点本日ご議論いただきたい点

① 法第93条の２の規定に基づく建築計画概要書等の閲覧制度
について、 国民生活の安心・平穏の確保及び個人情報保護を
図る観点から、閲覧に供する個人情報を制限することについて、
その必要性と妥当性

② ①において制限することが必要と考える場合、閲覧事項（建
築主個人の氏名・住所等）、 対象建築物（個人住宅等）、閲覧
方法（建築物を特定しない閲覧申請等）及び閲覧目的（営利を
目的とする閲覧申請等）に関する制限について、どのように取
り扱うことが適当か



健康保険の被扶養者の認定に当たり、兄姉が弟妹を扶養し

ている場合は同居の有無を問われないが、弟妹が兄姉を扶養

している場合は、同居が必要とされている。

現在、私は自宅で重度の知的障害を持つ兄を扶養している

が、この制度の下では、遠距離通勤を余儀なくされるなどの支

障が生じている。

重度の知的障害を持つ兄姉を扶養している場合は、同居の

有無を問わないような特例措置を講じてほしい。

【相 談 申 出 要 旨】

健康保険に係る被扶養者の健康保険に係る被扶養者の
認定要件の見直し認定要件の見直し



資料 １ 

 

 
 

 

  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

・ 直系尊属（曾祖父母、祖父母、父母）

・ 配偶者 

・  子 

・  孫 

・  弟妹 

 被保険者の三親等内の親族で左記以

外のもの 

・ 兄姉 

・ 伯(叔)父、伯(叔)母 

・ その他の親族 

＜生計の維持＞要件のみ ＜生計の維持＞と＜同一の世帯＞の要件 

現  状 

健康保険法における被扶養者の範囲の拡大 

兄姉を弟妹と同様に、ある

いは重度心身障害者である

こと自体をもって、同一世帯

要件を不要とする方向での

見直し 

弟妹と兄姉で要件に差を設けた理由→「兄姉等年長の者は、自活することが本来」

＋ 

           被 扶 養 者 の 範 囲 

改 善 策 

・  兄姉を追加 

（あるいは重度心身障害者を追加）

弟妹と兄姉の場合で要件に差を設ける合理性・必要性は乏しい 

弟妹に扶養されている兄姉の福祉の向上 

改善効果 

以下の措置を講ずることについて検討 

・核家族世帯数・単身世帯数の増加 

・１世帯平均構成人員の減少 

・家族関係・家族機能の多様化 

・家督相続意識の希薄化 

昭和48年の法改正当時のような状況は変化 

(説 明) 

（注）弟妹が勉学のために別居する場合に被扶養者とな

れるよう強く要請され、昭和48年の法改正により、

現行制度へ変更 

① 

② 

-1-



資料 ２ 
 

健康保険法における被扶養者の範囲及び要件 

 

   （被扶養者の範囲）      （要 件） 

                

                

 

                            第３条第７項第１号 

                

                

                

                

                
       〃  第２号 

                

                  
 

 

  (参考) 

健康保険法における被扶養者の範囲図 

  

  

・ 直系尊属 

（曾祖父母、祖父母、父母） 

・ 配偶者 

・  子 

・  孫 

・  弟妹 

 被保険者の三親等内の親

族で上記以外のもの 

・ 兄姉 

・ 伯(叔)父、伯(叔)母 

・ その他の親族 

・ 同一の世帯

・ 生計の維持

・ 生計の維持
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資料 ３ 

 
健康保険・共済制度における被扶養者の範囲 

 

○ 健康保険法（大正11年法律第70号） 

（定義） 

第３条 

７ この法律において「被扶養者」とは、次に掲げる者をいう。 

一 被保険者（日雇特例被保険者であった者を含む。）の直系尊属、配偶者（届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、子、孫

及び弟妹であって、主としてその被保険者により生計を維持するもの 

二 被保険者の三親等内の親族で前号に掲げる者以外のものであって、その被保

険者と同一の世帯に属し、主としてその被保険者により生計を維持するもの 

三及び四 （略） 

 

○ 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号） 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

二 被扶養者 次に掲げる者で主として組合員の収入により生計を維持するもの

をいう。 

イ 組合員の配偶者（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。）、子、父母、孫、祖父母及び弟妹 

ロ 組合員と同一の世帯に属する三親等内の親族でイに掲げる者以外のもの 

ハ （略） 

 

○ 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号） 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

二 被扶養者 次に掲げる者で主として組合員の収入により生計を維持するもの

をいう。 

イ 組合員の配偶者（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。）、子、父母、孫、祖父母及び弟妹 

ロ 組合員と同一の世帯に属する三親等内の親族でイに掲げる者以外のもの 

ハ （略） 

 

（参考） 

・民法（明治29年法律第89号） 

（扶養義務者） 

第877条 直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。 

２及び３ （略） 
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資料 ４ 

 
被扶養者の認定要件について弟妹と兄姉とで取扱いに差異が生じた理由 

 

 

法律名 改正年等 弟妹の同一世帯要件を外した理由
弟妹を認め兄姉を除外した

理由 

健康保険法

（ 厚 生 労 働

省所管） 

昭和48年

改正 

弟妹が勉学の必要から別居し

なければならないような場合に

被扶養者となることができない

のは不合理 

兄姉等年長の者は自分

で自活することが本来で

あるため、弟妹等の場合

と取扱いを異にしている

国家公務員

共済組合法

（ 財 務 省 所

管） 

昭和33年

改正 

弟妹が遠方に就学しているた

めにどうしても同居が困難な場

合、実質的には苦しい中、一生

懸命扶養しているにもかかわら

ず被扶養者とすることができな

いというのは不合理 

－ 

地方公務員

等共済組合

法（総務省所

管） 

昭和37年

制定 

国家公務員共済組合法の取扱

いを踏まえ、弟妹に係る同居要

件を緩和する形で当初から規定
－ 

（注）１ 当省の調査結果による。 

   ２ 「改正年等」欄は、弟妹と兄姉における取扱いに差異が生じた法改正（制定）の年

である。 

 

（参考）健康保険法の改正内容 

・従前の内容：兄姉弟妹とも「生計維持」及び「同一世帯」要件が必要 

 

 

・昭和48年改正内容：弟妹については「生計維持」要件のみ必要 

            兄姉については「生計維持」及び「同一世帯」要件が必要 
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資料 ５ 

 
障害者数等 

 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

（万人）

総　　数 うち18歳以上 総　　数 うち18歳以上 総　　数 うち20歳以上

施設入所者

在　宅　者
 

 

（単位：万人、％） 

在 宅 者 施設入所者  
総  数 

 構成比  構成比

 ４５．９ ３２．９ 71.7 １３．０ 28.3知的障害者 

うち18歳以上 ３４．２ ２２．１ 64.6 １２．１ 35.4

 ３５１．６ ３３２．７ 94.6 １８．９ 5.4身体障害者 

うち18歳以上 ３４２．６ ３２４．５ 94.7 １８．１ 5.3

 ２５８．４ ２２３．９ 86.6 ３４．５ 13.4精神障害者 

うち20歳以上 ２４３．６ ２０９．５ 86.0 ３４．１ 14.0

合    計 ６５５．９ ５８９．５ 89.9 ６６．４ 10.1

（注）１ 厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成12年）、「身体障害児・者実態調査」

（平成13年）、「精神障害者社会復帰サービスニーズ等調査」（平成15年）による。 

   ２ 知的障害者：知的機能障害が発達期（おおむね18歳まで）にあらわれ、日常生活に支障

が生じているため、何らかの特別な援助を必要とする状態にある者 

身体障害者：身体障害者福祉法に基づき、身体上の障害がある者であって、都道府県知

事から身体障害者手帳の交付を受けた者 

精神障害者：総合失調症（従前の精神分裂病）、精神作用物質による急性中毒又はその

依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者 

知的障害者 身体障害者 精神障害者 
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資料 ６ 

 
世帯の家族類型別の経年別推移等 

 

１ 家族類型別一般世帯数（10月１日現在） 

    

 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

（万世帯）

昭和55年 平成２年 ７年 12年 17年

単独世帯

その他の親族世帯及び非親族世帯

核家族世帯
 

（単位：万世帯、％） 

核家族世帯 
その他の親族世帯

及び非親族世帯 
単独世帯 

年次 総  数 

 構成比  構成比  構成比 

昭和55年 ３，５８２ ２，１５９ 60.3 ７１２ 19.9 ７１１ 19.8

平成２年 ４，０６７ ２，４２２ 59.5 ７０６ 17.4 ９３９ 23.1

７年 ４，３９０ ２，５７６ 58.7 ６９０ 15.7 １，１２４ 25.6

12年 ４，６７８ ２，７３３ 58.4 ６５４ 14.0 １，２９１ 27.6

17年 ４，９０６ ２，８３９ 57.9 ６２１ 12.6 １，４４６ 29.5

（資料：総務省「国勢調査報告」） 

 

２ 一般世帯の１世帯当たり人員（10月１日現在） 

 

 
年 次 世帯人員（万人） １世帯当たり人員（人）

昭和45年を100とした指数

昭和45年 １０，３３５ ３．４１ １００．０

平成２年 １２，１５５ ２．９９ ８７．７

７年 １２，３６５ ２．８２ ８２．７

12年 １２，４７２ ２．６７ ７８．３

17年 １２，４９７ ２．５５ ７４．８

（資料：総務省「国勢調査報告」） 
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= 参 考 = 

 

〔行政苦情救済推進会議〕 

 

  総務省に申し出られた行政相談事案の処理に民間有識者の意見を反映さ

せるための総務大臣の懇談会（昭和 62 年 12 月発足）。 

会議の現在のメンバーは、次のとおり。 

 （座長）塩野  宏  東亜大学大学院総合学術研究科教授・東京大学

名誉教授 

大森 政輔  元内閣法制局長官 

大森  彌  東京大学名誉教授 

加賀美幸子  千葉市女性センター名誉館長 

加藤 陸美  (社)全国国民年金福祉協会連合会理事長 

田村 新次  中日新聞社本社参与 

堀田  力  さわやか福祉財団理事長、弁護士 

 

行政苦情救済推進会議での主な意見 

○ 弟妹と兄姉の取扱いの違いを救済するのが本質である。 

○ 弟妹であろうと兄姉であろうと、知的障害者であることには変わ

りはないはずである。 
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